
共生社会の実現を推進するための認知症基本法（令和6年1月施行）

個人の尊厳と意思の尊重 国民の理解 障壁の除去と社会参加 良質なサービスの提供

① 認知症の人に関する国民の理解の増進等

② 認知症の人の生活におけるバリアフリー化の推進

③ 認知症の人の社会参加の機会の確保等

④ 認知症の人の意思決定の支援及び権利利益の保護

⑤ 保健医療サービス及び福祉サービスの提供体制の整備等

⑥ 相談体制の整備等

⑦ 研究等の推進等

⑧ 認知症の予防等

認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができるよう、認知症施策を総合的かつ計画的に推進

家族等への支援 研究等の推進と成果の享受 分野横断的な取り組み

１ 目的

2 基本理念

認知症施策は、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができるよう、以下の「７つ」を基本理念として行う。

→ 共生社会の実現の推進という目的に向け、基本理念等に基づき認知症施策を国・地方が一体となって講じていく

3 国・地方公共団体の責務等

４ 認知症施策推進基本計画

◆政府は、認知症施策推進基本計画を策定する。

◆都道府県・市町村は、それぞれ都道府県計画・市町村計画を策定する。

（認知症の人及び家族等の意見を聴く。）（努力義務）

◆国・地方公共団体は、基本理念にのっとり、認知症施策を策定・

実施する責務を有する。

◆国民は、共生社会の実現を推進するために必要な認知症に関する

正しい知識及び認知症の人に関する正しい理解を深め、

共生社会の実現に寄与するよう努める。

◆政府は、認知症施策を実施するため必要な法制上又は

財政上の措置その他の措置を講ずる。

5 基本的施策
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（国）認知症施策推進基本計画（令和6年12月閣議決定）

国民一人一人が「新しい認知症観」に立ち、認知症の人が自らの意思で日常・社会生活を営める共生社会の実現を推進する

新しい認知症観に立つ
地域で自分らしく

生活できるようにする
認知症の人や家族の

参画と対話
多様な主体の
連携と協働

本人の意思等が
尊重されている

重点目標２

国民が「新しい認知症観」
を理解している

重点目標１

新たな知見や技術
を活用できる

重点目標４

本人・家族等が
地域で安心して暮らせる

重点目標３

①国民の理解の増進

②バリアフリー化の推進

③社会参加の機会の確保

④意思決定支援・権利擁護

社会・地域ぐるみの取り組み

⑤保健医療・福祉サービスの整備

⑥相談体制の整備

⑦研究等の推進

⑧認知症の予防等

暮らしと健康を支える

⑨調査の実施

⑩多様な主体の連携

⑪地方公共団体に対する支援

⑫国際協力

未来に向けた基盤づくり

施策推進の ４ つのポイント

具体的な １２ の基本的施策

計画達成の ４ つの重点目標

※「新しい認知症観」とは、「認知症になっても、本人にはできることや希望があり、地域で自分らしく暮らし続けることができる
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埼玉県認知症施策推進計画（令和６年度～８年度）について

※次期埼玉県認知症施策推進計画に係る埼玉県説明資料から一部加工
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次期埼玉県認知症施策推進計画の施策体系について

※次期埼玉県認知症施策推進計画に係る埼玉県説明資料から一部加工
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